
第77期 中間株主通信 
2023年４月１日～2023年９月30日

株主の皆様へ

株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜り厚く
御礼申し上げます。

ここに当社第77期中間期（2023年４月１日から2023年９月30日
まで）につきましてご報告申し上げます。

当社は、「世のため　人のため　地球のため　社員のため　持続可
能な社会を創造します」の経営理念のもと、「環境で未来をクリエイト
する」をミッションとして、当社が取組むべきマテリアリティを特定
いたしました。これらについて、中長期的な視点で持続可能な社会
の成長と企業価値向上のため取組みを推進してまいります。

当中間期は、新型コロナウイルス感染症の規制緩和により社会経
済活動の正常化が進むとともに国内景気も回復の動きが見られまし
た。一方で、原材料・原油高騰や物流コスト上昇、急激な為替変動
等、依然として不透明な状況は続いておりますが、当社への影響は
燃料・輸送コストの上昇等一部に限られ、バイオマス発電等向け燃
料チップ並びに紙パルプ等向けの原料チップの需要は、堅調に推移
しております。

それにより前期に開設しました岐阜第二工場（大垣）と西東京工場
（入間）は、順調に稼働し売上増に貢献しております。また、今後の
関東地区での成長を加速させるため、2023年８月に資源循環事業の
拠点として千葉県柏市に柏リサイクルガーデンが稼働開始いたしま
した。同年11月には東海地区において、さらなる営業強化のためロ
ジポート名古屋営業所を開設いたしました。

このような事業環境において、当中間期における当社グループの
業績は、売上高42億８百万円（前年同四半期比6.5％増）、営業利益
４億91百万円（前年同四半期比28.7％増）、経常利益６億86百万円

（前年同四半期比63.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益４
億82百万円（前年同四半期比60.8％増）となりました。

株主還元も経営の重要な指標であると認識しております。足元の
業績が順調に推移している状況でありますため、中間配当金を１株
当たり13円（前年同期10円※）とさせていただきます。

今後も拠点展開、人財採用・育成により継続的成長をすると同時
に事業活動を通じてカーボンニュートラルやサーキュラーエコノ
ミーといった社会環境のニーズへ貢献してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも相変わらぬご支援を賜り
ますようお願い申し上げます。

代表取締役社長

証券コード：9221

※2023年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っており、前年同
期配当金は、当該株式分割後の１株当たり配当金に換算し記載しております。
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売上高（単位：百万円）

バイオマテリアル事業
通期 第2四半期

第77期
（2024.3）

第76期
（2023.3）

第75期
（2022.3）

売上高構成比

71.9％

売上高（単位：百万円）

資源循環事業
通期 第2四半期

第77期
（2024.3）

第76期
（2023.3）

第75期
（2022.3）

売上高構成比

17.2％

売上高（単位：百万円）

環境物流事業
通期 第2四半期

第77期
（2024.3）

第76期
（2023.3）

第75期
（2022.3）

売上高構成比

8.3％

● 拠点展開による地域経済への貢献 
● 振動・騒音・粉塵等への対策並びに工場災害・事故の防止による地域住民の生活環境の保全
● 災害廃棄物の受け入れ等災害時連携の推進
● 地域清掃活動等による社会奉仕活動の実施

● 再エネ・CN燃料・EV等導入、及び省エネによる自社のCO₂発生量の削減
● バイオマス発電（再生可能エネルギー）拡大への貢献

● 「優良産廃処理事業者認定制度」への対応
● 健全性・効率性及び透明性を高めた経営体制の構築

● 労働災害の発生防止
● 安心・安全・快適な職場環境の整備

● ダイバーシティ、働き方改革の進展

● リサイクル量拡大により社会の廃棄物発生削減に貢献

経営理念 マテリアリティ（重要課題） 取組み事項

経営理念

世のため
人のため
地球のため
社員のため
持続可能な
社会を
創造します

世のため
（社会）

法令遵守の徹底と
公正・公平な経営の実践

地域社会の
安心・安全の確保

カーボンニュートラル
社会の実現

資源循環社会の実現

労災・事故のない
職場環境づくり

誰もが働きやすい
職場づくり

人のため
（地域住民）

地球のため
（地球環境）

社員のため
（従業員）

特定したマテリアリティ

業績ハイライト

売上高 営業利益 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
中間期 通期 （単位：百万円）

8,670
（予想）

839

4,208

第76期
（2023.3）

7,716

第75期
（2022.3）

第77期
（2024.3）

904
（予想）

491

第77期
（2024.3）

756
（予想）

482

第77期
（2024.3）

第76期
（2023.3）

787

第75期
（2022.3）

第76期
（2023.3）

569

第75期
（2022.3）

8,076

3,950 381

743

300

※2022年３月期の第２四半期については、四半期報告書を作成していないため、数値を記載しておりません。

売上高

4,208百万円
前年同期：3,950百万円

営業利益

491百万円
前年同期：381百万円

親会社株主に帰属する四半期純利益

482百万円
前年同期：300百万円

中間配当金
９月末日を基準日とする配当金につきましては

1株当たり13円
とさせていただきました

前年同期：10円※

セグメント別の概況

※売上高構成比には、上記の他にその他事業（2.6％）がございます。
※2022年３月期の第２四半期については、四半期報告書を作成していないため、数値を記載しておりません。

木材チップの原料調達は、昨年度開設しました岐阜第二
工場（大垣）及び西東京工場（入間）が順調に稼働し、入荷数
量が堅調に推移しました(前年同期比16.3％増)。木材チッ
プ販売につきましては、引き続き輸入燃料の仕入価格高騰
の影響もあり、主要顧客であるＣＥＰＯ半田バイオマス発
電所において、当社からの出荷増につながっております。
以上の結果、バイオマテリアル事業の売上高は、30億51百
万円（前年同期比12.4％増）となりました。

住宅資材の高騰に連動する住宅価格水準の高騰等により、
直近の住宅着工件数は前年度比6.2％減の下、分譲戸建て住
宅メーカーへのシェアアップを図りました。また、関東に
おける２つ目の拠点として、柏リサイクルガーデンが2023
年８月に稼働し営業体制を強化しました。しかしながら、
主要顧客であるハウスメーカーの着工件数減少の影響によ
り、資源循環事業の売上高は、７億26百万円（前年同期比
3.2％減）となりました。

木製パレットのみならず、各種物流機器の中古リニュー
アル品の販売では、顧客ニーズに合わせたリメイク商品提
案やイニシャルコスト削減商品としての提案等により販売
に注力いたしました。一方、顧客側の荷動きの低調さが影
響し、当社シェアは維持しているものの販売数量が減少し
た結果、環境物流事業の売上高は、３億49百万円（前年同
期比10.7％減）となりました。

※2023年₄月₁日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っ
ており、前年同期配当金は、当該株式分割後の１株当たり配当金に換
算し記載しております。
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71.9％
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資源循環事業
通期 第2四半期

第77期
（2024.3）

第76期
（2023.3）

第75期
（2022.3）

売上高構成比

17.2％

売上高（単位：百万円）

環境物流事業
通期 第2四半期

第77期
（2024.3）

第76期
（2023.3）

第75期
（2022.3）

売上高構成比

8.3％

● 拠点展開による地域経済への貢献 
● 振動・騒音・粉塵等への対策並びに工場災害・事故の防止による地域住民の生活環境の保全
● 災害廃棄物の受け入れ等災害時連携の推進
● 地域清掃活動等による社会奉仕活動の実施

● 再エネ・CN燃料・EV等導入、及び省エネによる自社のCO₂発生量の削減
● バイオマス発電（再生可能エネルギー）拡大への貢献

● 「優良産廃処理事業者認定制度」への対応
● 健全性・効率性及び透明性を高めた経営体制の構築

● 労働災害の発生防止
● 安心・安全・快適な職場環境の整備

● ダイバーシティ、働き方改革の進展

● リサイクル量拡大により社会の廃棄物発生削減に貢献

経営理念 マテリアリティ（重要課題） 取組み事項

経営理念

世のため
人のため
地球のため
社員のため
持続可能な
社会を
創造します

世のため
（社会）

法令遵守の徹底と
公正・公平な経営の実践

地域社会の
安心・安全の確保

カーボンニュートラル
社会の実現

資源循環社会の実現

労災・事故のない
職場環境づくり

誰もが働きやすい
職場づくり

人のため
（地域住民）

地球のため
（地球環境）

社員のため
（従業員）

特定したマテリアリティ

TOPICS

マテリアリティ（当社が取組むべき課題）を特定しました
当社では、「世のため 人のため 地球のため 社員のため 持続可能な社会を創造します」を経営理念として事業を行っております。この

度、当社が取組むべき課題事項（マテリアリティ）を特定いたしました。これらについて中長期的な視点で、社会の持続可能な成長と企
業価値向上のため、取組みを推進してまいります。

ロジポート名古屋営業所を開設しました
当社グループ事業との関連性の高い企業が駐在するロジポート名古屋の一画に当社の「ロジポート名古屋営業所」を11月１日に開設い

たしました。東海地区における効率的な営業活動並びにサービスの向上につとめてまいります。

「FULUHASHI EPO REPORT2023」を公開しました
当社は、当社グループの財務・非財務情報やESG情報を報告する年次報告書「FULUHASHI EPO 

REPORT2023」を当社ホームページにて公開いたしました。
本報告書は、株主・投資家の皆様をはじめとしたステークホルダーの皆様方に、持続的な成長に向け

た成長戦略や財務・非財務活動の成果等を報告することで、当社グループへの理解を深めていただくこ
とを目的として、2019年より発行しています。

柏リサイクルガーデンが稼働しました
当社の効率的な拠点拡大のため、千葉県内２カ所目の資源循環事業の工場

「柏リサイクルガーデン」を開設、８月１日に稼働いたしました。
関東地区の市場を更に強化し、再資源化率の高い工場として資源活用に貢献

するとともに、今後も持続可能な社会の構築につとめてまいります。

柏リサイクルガーデン

所 在 地 千葉県柏市大島田二丁目８番４
敷 地 面 積 1,301.0㎡
工 場 棟 面 積 1,561.7㎡（１階：798.3㎡、２階：763.4㎡）
許 可 番 号 第11120028236号（柏市）

当社ウェブサイト「レポートダウンロード」ページ
https://www.fuluhashi.co.jp/environment04.html
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会社概要及び株式の状況
●会社概要 （2023年9月30日現在）
社名 フルハシEPO株式会社

（英語名 FULUHASHI EPO CORPORATION）
創業 1947年12月
設立 1948年2月
本社 名古屋市中区金山一丁目14番18号
代表者 代表取締役社長 山口直彦
資本金 1,497百万円
従業員数 521名（連結）
事業内容 ◦バイオマテリアル事業

◦資源循環事業
◦環境物流事業

許認可 ◦建設業許可　　　　　　◦一般廃棄物処分業許可
◦産業廃棄物処分業許可　◦古物商許可
◦産廃収集運搬業許可

関係会社 ◦連結子会社：６社（国内４社・海外２社）
◦持分法適用関連会社：２社（ともに国内）

●役員 （2023年9月30日現在）
代 表 取 締 役 社 長 山 口 直 彦
代 表 取 締 役 副 社 長 山 口 昭 彦
常 務 取 締 役 熊 澤 修 次
取 締 役 天 野 幹 也
取 締 役 上 野 　 徹
取 締 役 ( 社 外 ) 水 野 信 勝
取 締 役 ( 社 外 ) 織 田 直 子
常 勤 監 査 役 矢 野 辰 彦
監 査 役 ( 社 外 ) 鈴 木 雅 雄
監 査 役 ( 社 外 ) 苅 谷 公 平

●株式の状況 （2023年9月30日現在）
発 行 可 能 株 式 総 数 47,043,000株
発 行 済 み 株 式 の 総 数 11,760,800株
株 主 数 2,669名

●大株主 （2023年9月30日現在）
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

株式会社ヤマグチ 5,060 43.04
フルハシEPO従業員持株会 725 6.17
高取陽子 406 3.46
山口郁子 342 2.91
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 274 2.33
山口まどか 240 2.04
伊藤元光 174 1.48
岡田光男 174 1.48
山口直彦 168 1.43
山口昭彦 160 1.36

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。

●株式分布状況 （2023年9月30日現在）

株式数構成比
個人・その他 5,787千株 49.21％
金融機関 397千株 3.38％
その他国内法人 5,152千株 43.81％
外国法人等 266千株 2.27％
金融商品取引業者 152千株 1.30％
自己名義株式 4千株 0.03％

株主数構成比
個人・その他 2,576名 96.52％
金融機関 3名 0.11％
その他国内法人 39名 1.46％
外国法人等 31名 1.16％
金融商品取引業者 19名 0.71％
自己名義株式 1名 0.04％

〒460-0022 名古屋市中区金山一丁目14番18号
TEL: 052-324-9088　FAX: 052-324-9188　URL https://www.fuluhashi.co.jp

株主メモ
事 業 年 度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
基 準 日 定時株主総会　3月31日

期末配当　3月31日
中間配当　9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告する
一定の日

定 時 株 主 総 会 毎事業年度終了後3か月以内
単 元 株 式 数 100株
上場金融商品取引所 東京証券取引所スタンダード市場

名古屋証券取引所メイン市場
公 告 方 法 電子公告アドレス:https://www.fuluhashi.co.jp

ただし、電子公告による公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

株 主 名 簿 管 理 人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同 事 務 取 扱 場 所 名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部

郵 便 物 送 付 先
電 話 照 会 先

〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
電話0120-782-031(フリーダイヤル)

同 取 次 窓 口 三井住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店
・住所変更、単元未満株式の買取のお申出先について
　株主様の口座のある証券会社にお申出ください。
・未払配当金の支払いについて
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。
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